
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第27号 

答申番号：令和７年度答申第26号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、自身が被害に遭った盗難（以下「本件事案」という。）

により、家賃の支払い及び食料費の捻出に困っていたにもかかわらず、処分庁

が請求人に急迫した状況はないと判断して生活保護法（以下「法」という。）

に基づく保護（以下「保護」という。）に係る保護費の再支給の申請（以下「本

件申請」という。）を却下した原処分（生活保護申請却下処分）は違法又は不

当であると主張しているものと解される。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

警察は本件事案を事件ではなく相談として取り扱うこととしており、請求人

が盗難、強奪に遭ったとは判断できず、また、家賃は知人からの借入れにより

支払われ、他の公共料金及び食費については、預貯金を活用していれば最低生

活が可能と認められるため、「急迫・緊急状態」にあるとは認められないから、

本件申請を却下した原処分に違法又は不当な点はない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

２ 請求人は、家族からの支援は受けられないものの、口座に２万円の残高を有

しており、また、知人からの借入れにより家賃も支払っているのであるから、

請求人が保有する預貯金の活用により食料費等の捻出は可能であるため、請求

人が「生存が危うい場合その他社会通念上放置し難いと認められる程度に状況

が切迫している場合」に該当するとまではいえず、法第４条第３項の「急迫し



た事由」に該当しないとした処分庁の判断に著しく不合理な点はない。 

 ３ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年11月14日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月21日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

ものとされている（法第４条第１項）。また、急迫した事由がある場合に、必

要な保護を行うことを妨げるものではないとされている（同条第３項）。 

そして、保護の変更に係る事務等は、地方自治法における法定受託事務とさ

れており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基

準（以下「処理基準」という。）を定めている。 

処理基準によれば、扶助費の再支給については、盗難、強奪その他不可抗力

により前渡された保護金品（以下「前渡保護金品」という。）を失った場合は、

失った日以後の当該月の日数に応じて算定された額の範囲内において、その世

帯に必要な額を特別基準の設定があったものとして認定できるものとされて

いる。 

また、盗難又は強奪により前渡保護金品を失った場合、保護の実施機関は、

被保護者に対し、金額の多寡を問わず、警察に被害届を出し捜査依頼を必ず行

わせ、この際、被保護者から扶助費の再支給の申請があった場合には、本人及

び関係者等から事情を詳細に聴取するとともに、必要に応じて実地調査等を行

い、失った理由、金額、当時の手持金等について十分に確認し、さらに、盗難

等により保護金品を失ったという特別な事情があるので、通常の扶養は期待で

きない者も含め援助を受けることを指導し、扶養依頼を行うとともに、被保護

者が預貯金を有しており、これを充てれば最低生活が可能と認められる場合

は、自己の急迫・緊急状態を回避するため、最優先として預貯金を生活維持に

充てさせることとされている。 



そこで本件についてみると、請求人は、おおむね、本件事案により、家賃の

支払い及び食料費の捻出に困っていたにもかかわらず、請求人に急迫した状況

はないと処分庁が判断して本件申請を却下した原処分は違法又は不当である

と主張しているものと解される。しかしながら、処分庁は、処理基準に従って、

請求人に対して警察に本件事案に係る被害届を出すよう指示し、また、本件申

請後には請求人の当時の預貯金の確認等を行い、その上で組織的検討を行って

いることが認められる。そして、組織的検討の結果、処分庁は、請求人は自身

の口座に２万円を保有しており、これを食料費に充てることが可能であり、加

えて、家賃は支払済みで住居の確保はできており、さらに、その他ライフライ

ンが使えない等の事情もうかがえないことから、請求人が「急迫した状況」、

すなわち「生存が危うい場合その他社会通念上放置し難いと認められる程度に

情況が切迫している場合」にあったとは認めることはできないと判断したこと

から、請求人世帯に扶助費を再支給しないものとして原処分を行っている。こ

うした処分庁の判断に不合理な点はなく、原処分に違法又は不当な点はない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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